
平成１６年１０月期　　　　個別財務諸表の概要

ゼ ネ ラ ル 株 式 会 社
大阪府

（URL　ｈｔｔｐ://www.general-jp.com/)

役職名　取締役社長 氏名　上山 誠治 ℡ （０６）６９３３－１８０５

役職名　総務部長 氏名　野口 照夫

決算取締役会開催日 中間配当制度の有無　　　無

定時株主総会開催日 単元株制度採用の有無　 有（１単元 千株）

１.　平成１６年１０月期の業績　（平成１５年１１月１日～平成１６年１０月３１日）
　（１）　経営成績 （金額表示：百万円未満切り捨て）

％ ％ ％

平成16年10月期

平成15年10月期

％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

平成16年10月期 161 35 -

平成15年10月期 39 83 - 4.8

（注） ①期中平均株式数 16年10月期 15年10月期

        ②会計処理の方法の変更 有 ･ 無
        ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
        ④前期は決算期変更をしたため、10ヶ月決算となっており、当期、前期の対前期増減率の表記をしておりません。

　（２）　配　当　状　況

円 銭 円 銭 円 銭 　百万円 ％ ％

平成16年10月期

平成15年10月期

　（３）　財　政　状　態

百万円 百万円 ％ 円 銭

平成16年10月期 86

平成15年10月期 96
（注) ① 期末発行済株式数 平成１６年１０月期 平成１５年１０月期

② 期末自己株式数 平成１６年１０月期 平成１５年１０月期

２.　平成１７年１０月期の業績予想　（平成１６年１１月１日～平成１７年１０月３１日）

　百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 － － － － － －

通　　期 － － 7 50 7 50

（参考） １株当たり予想当期純利益　（通期） 32 円 83 銭

1,990,274株

上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成されたものであり、実際の
業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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個　別　財　務　諸　表　等

１．貸 借 対 照 表 （単位：百万円）
期    別 前    期 当      期

(平成１５年１０月３１日現在) (平成１６年１０月３１日現在) 比 較

科    目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減

【 資 産 の 部 】 ％ ％

流    動    資    産 （ 27,027 ) (66.9) （ 14,528 ) (38.7) （ △ 12,499 )

現 金 及 び 預 金 3,402 4,122 720

受 取 手 形 2,250 2,086 △ 164

売 掛 金 4,803 4,962 159

商 品 416 336 △ 80

製 品 839 721 △ 118

原 材 料 546 489 △ 57

仕 掛 品 602 529 △ 73

仕 掛 販 売 用 不 動 産 10,905 - △ 10,905

販 売 用 不 動 産 - 553 553

貯 蔵 品 23 25 2

繰 延 税 金 資 産 142 53 △ 89

短 期 貸 付 金 2,388 - △ 2,388

そ の 他 の 流 動 資 産 866 757 △ 109

貸 倒 引 当 金 △ 162 △ 108 54

固    定    資    産 ( 13,373 ) (33.1) ( 22,979 ) (61.3) （ 9,606 )

  （有形固定資産） ( 9,660 ) (23.9) ( 13,112 ) (35.0) （ 3,452 )

建 物 3,509 5,069 1,560

構 築 物 133 114 △ 19

機 械 装 置 2,230 2,080 △ 150

車 両 運 搬 具 6 4 △ 2

工 具 器 具 備 品 185 215 30

土 地 3,499 5,588 2,089

建 設 仮 勘 定 95 40 △ 55

  （無形固定資産） ( 109 ) (0.3) ( 87 ) (0.2) （ △ 22 )

特 許 権 ・ 意 匠 権 33 32 △ 1

施 設 利 用 権 1 1 △0

電 話 加 入 権 9 9 -            

ソ フ ト ウ ェ ア 64 44 △ 20

  （投資その他の資産） ( 3,603 ) (8.9) ( 9,779 ) (26.1) （ 6,176 )

投 資 有 価 証 券 1,279 4,428 3,149

子 会 社 株 式 1,963 3,876 1,913

株 主 に 対 す る 長 期 貸 付 金 2,223 2,201 △ 22

長 期 貸 付 金 - 950 950

繰 延 税 金 資 産 149 0 △ 149

そ の 他 の 投 資 301 603 302

貸 倒 引 当 金 △ 2,314 △ 2,281 33

合 計 40,400 100.0 37,508 100.0 △ 2,892
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（単位：百万円）
期    別 前    期 当      期

(平成１５年１０月３１日現在) (平成１６年１０月３１日現在) 比 較

科    目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減

【 負 債 の 部 】 ％ ％

流    動    負    債 （ 22,474 ) (55.6) （ 9,401 ) (25.1) （ △ 13,073 )

支 払 手 形 7,731 899 △ 6,832

買 掛 金 3,244 3,099 △ 145

短 期 借 入 金 3,600 1,300 △ 2,300

1 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債 400 400 -            

1年以内返済予定の長期借入金 4,724 1,850 △ 2,874

未 払 金 184 118 △ 66

未 払 費 用 249 1,415 1,166

未 払 法 人 税 等 584 7 △ 577

繰 延 税 金 負 債 - - -            

前 受 金 1,446 0 △ 1,446

そ の 他 の 流 動 負 債 310 310 0

固    定    負    債 ( 4,305 ) (10.7) ( 12,141 ) (32.4) （ 7,836 )

社 債 1,050 4,550 3,500

長 期 借 入 金 2,078 5,708 3,630

繰 延 税 金 負 債 - 1,426 1,426

退 職 給 付 引 当 金 910 - △ 910

長 期 預 り 金 266 456 190

負 債 合 計 26,780 66.3 21,543 57.4 △ 5,237

【 資 本 の 部 】   

資      本      金 ( 5,028 ) (12.4) ( 5,028 ) (13.4) ( - )

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 4,569 4,569 -

資 本 剰 余 金 合 計 ( 4,569 ） (11.3) ( 4,569 ) (12.2) ( - )

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 306 306 -

役 員 退 職 慰 労 積 立 金 190 190 -

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 705 668 △ 37

別 途 積 立 金 830 830 -

当 期 未 処 分 利 益 2,529 4,914 2,385

利 益 剰 余 金 合 計 ( 4,560 ） (11.3) ( 6,909 ) (18.4) ( 2,349 )

その他有価証券評価差額金 ( 62 ) (0.2) ( 62 ) (0.2) ( 0 )

自　己　株　式 ( △ 601 ） （△1.5） ( △ 604 ） （△1.6） ( △ 3 )

資 本 合 計 13,619 33.7 15,964 42.6 2,345

合 計 40,400 100.0 37,508 100.0 △ 2,892
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２.損 益 計 算 書 （単位：百万円）

期    別 前     期 当     期

自 自

至 至

科    目 金 額 構成比 金 額 構 成 比
％ ％

19,225 100.0 39,658 100.0

15,304 79.6 29,641 74.8

3,921 20.4 10,016 25.3

3,345 17.4 5,709 14.4

575 3.0 4,307 10.9

（ 1,271 ) (6.6) （ 826 ) (2.1)

49 156
- 442

1,221 227

（ 503 ) (2.6) （ 663 ) (1.7)

126 116
108 12
59 131
- 137

- 165

209 99

1,343 7.0 4,470 11.3

（ 2 ) 0.0 （ 34 ) 0.1

- 22

1 1

0 10
（ 261 ) (1.4) （ 308 ) (0.8)

237 1

24 37

- 5

- 78

- 185
税引前当期純利益 1,083 5.6 4,196 10.6

685 3.5 47 0.1

△ 249 1.3 1,668 4.2

648 3.4 2,480 6.3

1,880 2,433
2,529 4,914

（注）前期は決算期変更をしたため、10ヶ月決算となっており比較増減の表記をしておりません。

再開発事業に係る補助金収
入

組 織 再 編 に 伴 う 退 職 金

固 定 資 産 廃 棄 損

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

雑 損

経 常 利 益
特 別 利 益

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

法人税、住民税及び事業税

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

役 員 退 職 慰 労 金

投 資 有 価 証 券 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 損

損 害 賠 償 金

当 期 未 処 分 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

た な 卸 資 産 廃 棄 損
為 替 差 損

社 債 手 数 料

資 金 調 達 費 用

受 取 利 息 ・ 配 当 金

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

平成15年11月1日

平成16年10月31日

営 業 利 益

営 業 外 収 益

平成15年1月1日

平成15年10月31日
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３．利益処分案 （単位：百万円）
期    別 前      期 当      期

自 自

科    目 至 至

当 期 未 処 分 利 益 2,529 4,914

固定資産圧縮積立金取崩高 36 36

合         計 2,566 4,951

これを次のとおり処分します。

利 益 配 当 金 114 304

（ １株につき７円５０銭 ） （ １株につき２０円００銭 ）

役 員 賞 与 金 18 23

（ 内 監 査 役 分 ） (1) (3)

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 － 1,713

次 期 繰 越 利 益 2,433 2,910

（注）前期は決算期変更をしたため、10ヶ月決算となっており、比較増減の表記をしておりません。

平成15年11月1日平成15年1月1日

平成16年10月31日平成15年10月31日
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重要な会計方針 

 前事業年度 当事業年度 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

…総平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

 その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額金は全部資本直入法により

処理し、売却原価は総平均法により算

定している。） 

その他有価証券 

① 時価のあるもの 

同左 

 ② 時価のないもの 

総平均法による原価法 

② 時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品・製品……移動平均法による原価法

原材料…………移動平均法による原価法

仕掛品…………移動平均法による原価法

仕掛販売用不動産 

……個別法による原価法 

商品・製品……同左 

原材料…………同左 

仕掛品…………同左 

販売用不動産 

……個別法による原価法 

仕掛販売用不動産 

……同左 

 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 平成10年４月１日以後に取得した建

物（建物附属設備を除く）については

定額法、その他の有形固定資産につい

ては定率法を採用している。 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては「研究開発費等に係る会計基準

（企業会計審議会 平成10年３月13

日）に基づき、無形固定資産に「ソフ

トウェア」として計上し、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法により償却を行っている。 

(2）無形固定資産 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権の貸倒実績率に基

づく限度相当額に加えて、貸倒懸念債

権及び破産更生債権について回収不能

見積額を計上している。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見積額に基づき、計上して

いる。 

(2) 退職給付引当金 

             同左 
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 前事業年度 当事業年度 

  数理計算上の差異については、各期

の発生時における従業員の平均残存勤

務年数（10年）による按分額をそれぞ

れ発生の翌期より費用処理している。

 

 (3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上している。 

なお、当該引当金250,410千円は、

負債及び資本の合計額の100分の1以下

であるため、流動負債の「その他の流

動負債」に含めている。 

（追加情報） 

従業員への賞与は、従来支出時に

費用処理をしていたが、決算期を10

月に変更したことに伴い、決算日に

おける未払見込額の重要性が増した

ため、当事業年度より従業員の賞与

金の支払に備えて、賞与支給見込額

の当期負担額を計上している。 

この結果、従来の方法によった場

合と比較して、製造費用が104,218千

円、販売費及び一般管理費が146,192

千円多く計上されたことにより、営

業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益がそれぞれ250,410千円減

少している。 

(3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上している。 

なお、当該引当金256,469千円は、

負債及び資本の合計額の100分の1以下

であるため、流動負債の「その他の流

動負債」に含めている。 

 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 １．ヘッジ会計の方法 

 為替予約等に付されている外貨建金

銭債権債務等については振当処理を

行っている。特例処理の要件を満たす

金利スワップ等については特例処理を

採用している。 

１．ヘッジ会計の方法 

同左 

 ２．ヘッジ手段とヘッジ対象 

 外貨建金銭債権債務等に係る将来の

為替相場の変動によるリスクに対し為

替予約を、また支払利息の金利変動リ

スクに対し金利スワップをヘッジ手段

としている。 

２．ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 
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 前事業年度 当事業年度 

 ３．ヘッジ方針 

 輸出入に係る外貨建金銭債権債務を

対象として、必要な範囲内で為替予約

取引を行うこととしており、投機目的

の取引は行わない方針をとっている。

 また金利変動リスクをヘッジする目

的でデリバティブ取引を利用し、短期

的な売買差益を獲得する目的や投機目

的のために利用しない方針である。 

３．ヘッジ方針 

同左 

 ４．ヘッジ有効性の評価の方法 

 ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッ

ジ対象の変動額の累計額を比較して有

効性を判定している。 

４．ヘッジ有効性の評価の方法 

同左 

８．その他 消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方式に

よっており仮払消費税等と仮受消費税

等を相殺の上、未払消費税等もしくは

未収消費税等で表示している。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

 

表示方法の変更 

前事業年度 当事業年度 

「短期貸付金」は、前期は、流動資産の「その他の流

動資産」に含めて表示していたが、金額的重要性が増

したため当期より区分掲記した。 

なお、前期末の「短期貸付金」の金額は、59,975千円

である。 

────── 

 

追加情報 

前事業年度 当事業年度 

（自己株式及び法定準備金取崩等会計） 

当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用してい

る。これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微で

ある。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成している。 

────── 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 当事業年度 

１ 担保に供している資産 １ 担保に供している資産 
 

土地 2,385,712千円

建物及び構築物 2,393,154千円

機械及び装置       823,954千円

工具器具及び備品 10,371千円

計 5,613,192千円
  

 
土地 2,385,712千円

建物及び構築物 2,297,315千円

機械及び装置       675,478千円

工具器具及び備品 7,773千円

計 5,366,280千円
  

上記有形固定資産のうち工場財団抵当に供して

いる資産 

上記有形固定資産のうち工場財団抵当に供して

いる資産 
 

土地 688,763千円

建物及び構築物     1,208,684千円

機械及び装置 823,954千円

工具器具及び備品 10,371千円

計 2,731,773千円
  

 
土地 688,763千円

建物及び構築物     1,126,887千円

機械及び装置 675,478千円

工具器具及び備品 7,773千円

計 2,498,903千円
  

上記担保に対応する債務 上記担保に対応する債務 
 

短期借入金 2,450,000千円

１年以内償還予定の社債 300,000千円

１年以内返済予定の長期借
入金 

4,591,380千円

社債 －千円

長期借入金 1,886,781千円

計 9,228,161千円
  

 
短期借入金 150,000千円

１年以内償還予定の社債 －千円

１年以内返済予定の長期借
入金 

933,354千円

社債 －千円

長期借入金 1,938,433千円

計 3,021,787千円
    

２ 授権株式数 48,000,000株
  

  
２ 授権株式数 48,000,000株
  

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われ

た場合には、会社の発行する株式について、これ

に相当する株式数を減ずることとなっている。 

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われ

た場合には、会社の発行する株式について、これ

に相当する株式数を減ずることとなっている。 
  

発行済株式数 17,218,543株
  

  
発行済株式数 17,218,543株

  
３ 関係会社項目 

 区分掲記されたもの以外で各勘定科目に含まれ

ている関係会社に対するものは次のとおりであ

る。 

３ 関係会社項目 

 区分掲記されたもの以外で各勘定科目に含まれ

ている関係会社に対するものは次のとおりであ

る。 
 

売掛金 685,149千円

短期貸付金 2,388,960千円

長期貸付金 －千円

買掛金 388,618千円
  

 
売掛金 632,723千円

短期貸付金 －千円

長期貸付金 950,000千円

買掛金 380,846千円

短期借入金 1,050,000千円
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前事業年度 当事業年度 

４ 保証債務 ４ 保証債務 

(1)エコロテック株式会社の銀行借入金 150,000千

円の保証約定書を当社より銀行に対し提出してい

る。 

(1)       ────── 

(2)ゼネラル興産株式会社の銀行借入金 600,000千

円の保証約定書を当社より銀行に対し提出してい

る。 

(2)ゼネラル興産株式会社の銀行借入金 1,132,800

千円の保証約定書を当社より銀行に対し提出して

いる。 

  

５          ────── 

  

５ 受取手形・支払手形 

 決算期末日満期手形の会計処理については、当

該事業年度末日は金融機関の休日であるが、満期

日に決済が行われたものとして処理した。当該事

業年度末日満期手形は次のとおりである。 
 

 

 
  

 
受取手形 184,860千円

支払手形 95,657千円
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（損益計算書関係） 

前事業年度 当事業年度 

１ 他勘定よりの受入高内訳 １ 他勘定よりの受入高内訳 
 

販売経費 54,369千円
  

 
販売経費 73,297千円

  
 他勘定への振替高内訳  他勘定への振替高内訳 

 
貯蔵品 5,938千円

広告宣伝費他販売経費 20,111千円

クレームによる無償支給 41,543千円

製品・商品廃棄損 53,532千円

計 121,126千円
  

 
貯蔵品 1,969千円

広告宣伝費他販売経費 44,520千円

クレームによる無償支給 43,512千円

製品・商品廃棄損 10,343千円

加工部材 2,293千円

計 102,639千円
  

２ 販売費及び一般管理費内訳 

 販売費に属する費用のおおよその割合は、

44.2％であり、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は55.8％である。 

 主要な費用及び金額は次の通りである。 

２ 販売費及び一般管理費内訳 

 販売費に属する費用のおおよその割合は、 

67.3％であり、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は32.7％である。 

 主要な費用及び金額は次の通りである。 
 

運賃荷造費 620,038千円

役員報酬 76,465千円

従業員給与及び賞与 971,859千円

福利厚生費 160,279千円

減価償却費 130,072千円

販売手数料 254,203千円
  

 
運賃荷造費 767,611千円

役員報酬 116,404千円

従業員給与及び賞与 1,170,935千円

福利厚生費 204,605千円

減価償却費 141,532千円

販売手数料 2,007,366千円
  

３ 固定資産の廃棄損内訳 ３ 固定資産の廃棄損内訳 
 

建物 528千円

構築物 －千円

機械及び装置 22,461千円

車両及びその他の陸上運搬
具 

41千円

工具器具及び備品 1,324千円

その他 －千円

計 24,356千円
  

 
建物 1,687千円

構築物 286千円

機械及び装置 22,643千円

車両及びその他の陸上運搬
具 

87千円

工具器具及び備品 11,746千円

その他 865千円

計        37,317千円
  

４ 関係会社項目 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは

次の通りである。 

４ 関係会社項目 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは

次の通りである。 
 

受取配当金 1,184千円

関係会社業務支援料 84,998千円
  

 
受取配当金 106,204千円

関係会社業務支援料 116,560千円
  

５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 
 

 375,302千円
  

 
 509,723千円

  
６ 固定資産の売却益内訳 ６ 固定資産の売却益内訳 
 

機械及び装置 1,658千円
  

 
工具器具及び備品 1,891千円
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（リース取引関係） 

前事業年度 当事業年度 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

機械及び装置 545,517 338,125 207,391

工具器具及び備品 102,882 68,354 34,527

合計 648,399 406,479 241,919

  

 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

機械及び装置 545,517 408,687 136,829

工具器具及び備品 83,865 62,172 21,692

合計 629,382 470,860 158,521

  
（注） 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため支払利子込み法により算定してい

る。 

（注）      同    左 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 86,376千円

１年超 155,542千円

計 241,919千円
  

 
１年内 77,487千円

１年超 81,033千円

計 158,521千円
  

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため支払利子込み法に

より算定している。 

（注）      同    左 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 
 

支払リース料 76,338千円

減価償却費相当額 76,338千円
  

 
支払リース料 77,487千円

減価償却費相当額 77,487千円
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする

定額法によっている。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

 

 

（有価証券関係） 

 前連結会計年度及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

除く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。なお、前事業年度

（平成15年10月31日現在）及び当事業年度（平成16年10月31日現在）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （単位：千円）

 前事業年度 
(平成15年10月31日現在)

当事業年度 
(平成16年10月31日現在)

 
繰延税金資産（流動） 

未払事業税 

未払事業所税 

小額資産償却超過 

貸倒引当金超過 

賞与引当金超過 

その他 

 

繰延税金負債（流動） 

繰延税金資産（流動）の純額 

 

  

 
 

52,147 

930 

6,547 

22,717 

90,223 

103 

172,669 

△30,184 

142,485 

 
  

 
 

－ 

1,077 

4,944 

13,417 

101,305 

100 

120,845 

△67,771 

53,073 

 
   

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金 

貸倒引当金超過 

タックスヘイブン課税済留保金 

その他有価証券評価差額金 

減価償却資産 償却超過額 

その他 

 

繰延税金負債（固定） 

繰延税金資産（固定）の純額 

 
  

 
 

356,707 

164,340 

76,093 

－ 

9,144 

6,242 

612,527 

△463,359 

149,167 
  

 
 

－ 

185,249 

66,896 

－ 

10,536 

7,219 

269,901 

△269,901 

－ 
  

 
繰延税金負債（流動） 

固定資産圧縮積立金（1年以内） 

未収事業税 

 

繰延税金資産（流動） 

繰延税金負債（流動）の純額 

 
  

 
 

27,983 

2,200 

30,184 

△30,184 

－ 
  

 
 

33,801 

33,970 

67,771 

△67,771 

－ 
  

 
繰延税金負債（固定） 

固定資産圧縮積立金 

その他有価証券評価差額金 

 

繰延税金資産（固定） 

繰延税金負債（固定）の純額 

 
  

 
 

419,789 

43,569 

463,359 

△463,359 

－ 
  

 
 

1,656,226 

40,654 

1,696,880 

△269,901 

1,426,979 
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(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 前事業年度 
(平成15年10月31日現在)

当事業年度 
(平成16年10月31日現在)

 
法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない金額

外国税額 

還付法人税等 

租税特別措置法による特別控除 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 
  

 
40.9％

3.8 

0.5 

△3.0 

△2.2 

0.2 

40.2％
  

 
39.5％

1.3 

0.0 

－ 

△0.2 

0.3 

40.9％
  

 

(3)法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額修正 

前事業年度（平成15年10月31日） 

繰延税金資産および繰延税金負債の金額は、地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律第９号)が

平成15年３月31日に公布されたことに伴い、当連結会計年度末における一時差異等のうち平成16年10月末

までに解消が予定されているものは改正前の法定実効税率(40.9％)、平成16年11月以降に解消が予定され

ているものは改正後の法定実効税率(39.5％)により計算している。 

この結果、当連結会計年度末の繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額控除後)が2,315千円増加し、

当連結会計年度に計上された法人税等調整額が2,315千円減少している。 
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 役員の異動（平成 17 年 1 月 28 日付） 
 
 平成 17 年 1 月 28 日開催予定の第 66 回定時株主総会並びにその後の取締役会におい

て、次のとおり役員の異動を行う予定であります。 
本異動は、おなじく本日発表しております「会社の分割による２事業部門の分社化の

お知らせ」にありますように、当社を分割会社、ゼネラルテクノロジー株式会社および

ゼネラルサプライ株式会社を承継会社とする持株会社制への移行に伴う異動です。 
 
（１）新任取締役候補者 

取 締 役 
取締役（非常勤） 
取締役（非常勤） 

村 瀬 晶 久 
井 川 敏 夫 
北 田 恵 一 

 
 
（現 監査役） 

   
井川敏夫および北田恵一の両名は、商法第 188 条第 2 項第 7 号ノ 2 に定める社外取

締役です。 
 

（２）昇 格 予 定 
代 表 取 締 役 社 長 櫻 井 紘 哉 （現 代表取締役専務） 
   

（３）新任監査役候補者 
監 査 役 （ 常 勤 ） 上 山 誠 治 （現  代表取締役社長） 
監査役（非常勤） 久 世 和 正  
   

久世和正は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第 18 条第 1項に定

める社外監査役です。 

   
（４）退 任 予 定 取 締 役 

代 表 取 締 役 社 長 上 山 誠 治 （当社監査役に就任予定） 
常 務 取 締 役 吉 田 寛 治  
取 締 役 木 村  将  
取 締 役 山 本 金 生  
   
取締役木村将および山本金生は、それぞれゼネラルテクノロジー株式会社およびゼネ

ラルサプライ株式会社の代表取締役社長に就任しております。また、常務取締役吉田寛
治はサンノート株式会社の代表取締役社長に就任予定です。 

 
（５）退 任 予 定 監 査 役 

監 査 役 （ 常 勤 ） 
監 査 役 （ 常 勤 ） 
監査役（非常勤） 

山 田 繁 博 
上 田  廣 
北 田 恵 一 

 
 
（当社取締役に就任予定） 

   
監査役山田繁博は、ゼネラルテクノロジー株式会社およびゼネラルサプライ株式会社

の監査役(常勤)に就任しております。また、監査役上田廣はゼネラルテクノロジー株式会
社およびゼネラルサプライ株式会社の監査役(常勤)に就任予定です。 

 




